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平成 30 年度長崎職業訓練実施計画 

 

平成 30 年 4 月 13 日 

 

１ 計画担当機関 

長崎県 

 長崎労働局 

 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構長崎支部(以下「機構」という。) 

 

２ 総説 

（１）計画のねらい 

この計画は、平成 27 年２月５日に長崎県と長崎労働局において締結した、『長

崎県雇用対策協定』に鑑み、職業能力開発促進法(昭和 44 年法律第 64 号)に基

づき公共職業能力開発施設で行われる離職者に対する職業訓練（以下「公共職

業訓練(離職者訓練)」という。）や、職業訓練の実施等による特定求職者の就職

の支援に関する法律（以下「支援法」という。）第２条に規定する特定求職者（以

下「特定求職者」という。）に対する支援法第４条第１項の規定による厚生労働

大臣の認定を受けた職業訓練（以下「求職者支援訓練」という。）等について、

国及び長崎県が一体となって特定求職者を含む求職者に対する職業訓練受講の

機会を十分に確保し、以って安定的な就職を実現するための重要な事項を定め

たものである。 

（２）計画期間 

計画期間は、平成 30 年４月１日から平成 31 年３月 31 日までとする。 

（３）計画の立案、策定・施行 

 この計画は、１の計画担当機関をはじめ、県内の有識者、産業界・労働界、

教育機関等を構成委員とした、長崎労働局主催の長崎県地域訓練協議会（以下

「協議会」という。）において立案する。 

（４）計画の改定 

この計画は、職業訓練の実施状況等を踏まえ改定する。 

 

３ 平成 29 年度における職業訓練をめぐる状況 

（１）受講者数の状況 

①公共職業訓練(離職者訓練)［ア：29 年度確定値、イ：12 月末現在、ウ：1月末現在］ 

ア 長崎県(長崎高等技術専門校施設内訓練)11 人 

イ 長崎県(長崎・佐世保高等技術専門校委託訓練)1,006 人 

ウ 機構(長崎・佐世保職業能力開発促進センター施設内訓練)639 人 

  ②公共職業訓練(在職者訓練)［1月末現在］ 

   ア 長崎県(長崎・佐世保高等技術専門校施設内訓練)176 人 

   イ 機構(長崎・佐世保職業能力開発促進センター施設内訓練)464 人 
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  ③公共職業訓練(学卒者訓練)［29 年度確定値］ 

   ア 長崎県(長崎・佐世保高等技術専門校施設内訓練)248 人 

  ④障害者等に対する公共職業訓練［1月末現在］ 

   ア 長崎県(委託訓練)29 人 

   イ 長崎県(特別委託訓練)22 人 

⑤求職者支援訓練受講者数［1月末現在］ 

ア 長崎労働局・機構(基礎コース)145 人 

イ 長崎労働局・機構(実践コース)186 人 

（２）就職率の状況 

①公共職業訓練(離職者訓練)[ア：29 年度確定値、イ：8月修了まで、ウ：9月修了まで] 

ア 長崎県(長崎高等技術専門校施設内訓練)87.5％ 

イ 長崎県(長崎・佐世保高等技術専門校委託訓練)76.0％ 

ウ 機構(長崎・佐世保職業能力開発促進センター施設内訓練)88.6％ 

  ②公共職業訓練(学卒者訓練)［1月末現在］ 

   ア 長崎県(長崎・佐世保高等技術専門校施設内訓練)92.0％ 

  ③障害者等に対する公共職業訓練［8月修了者まで］ 

ア 長崎県(委託訓練)22.7％ 

   イ 長崎県(特別委託訓練)－％ 

④求職者支援訓練［7月修了者まで］ 

ア 長崎労働局・機構(基礎コース)66.7％ 

イ 長崎労働局・機構(実践コース)62.0％ 

 

４ 計画期間中における職業訓練の実施方針等 

長崎県内の雇用失業情勢は、有効求職者数・雇用保険受給者数の減少が続き、

雇用保険被保険者数が堅調に増加するなど、更に改善しつつあるが、「働き方改

革の着実な実行や人材投資の強化等を通じた労働環境の整備・生産性の向上」

に資する人材確保対策及び「女性・若者・高年齢者・障害者等の多様な働き手

の参画」のための一環である重層的なセーフティーネットの構築が求められて

いるところである。 

このため、平成 30 年度においても、引き続き人材開発に重点を置いた公的職

業訓練の実施に取り組み、長崎県内における職業訓練が計画的かつ効果的に実

施できるよう、以下のとおり一体的な計画を立てる。 

注）各訓練に係る（ ）書きは平成 29年度計画における数値 
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（１）公共職業訓練(離職者訓練：施設内)実施計画 

機関 

≪施設≫ 
訓練科名 定員 

訓練期間 

開始月 

目標 

就職率 

長崎県 

長崎高等技術専門校 

配管科 

[配管設備科] 

10 

（10） 

7 ヶ月 

4 

80% 

(80%) 

機構     

 長崎職業能力開発 

促進センター 
機械加工技術科 

60 

（60） 

6 ヶ月 

4・7・10・1 月 

 ﾃｸﾆｶﾙﾒﾀﾙﾜｰｸ科 

[溶接施工科] 

48 

（60） 

6 ヶ月 

4・7・10・1 月 

 ﾃｸﾆｶﾙﾒﾀﾙﾜｰｸ科 

(短期ﾃﾞｭｱﾙｺｰｽ) 

24 

（24） 

6 ヶ月 

7・1月 

 
設備管理科 

96 

（96） 

6 ヶ月 

4・7・10・1 月 

 
住宅ﾘﾌｫｰﾑ技術科 

72 

（72） 

6 ヶ月 

4・7・10・1 月 

 
電気設備技術科 

60 

（60） 

6 ヶ月 

4・7・10・1 月 

 橋渡し訓練 

(集合型:各科共通) 

24 

（24） 

1 ヶ月 

6・12 月 

 佐世保訓練センター 
CAD・生産ｻﾎﾟｰﾄ科 

60 

（60） 

6 ヶ月 

4・7・10・1 月 

 ﾃｸﾆｶﾙﾒﾀﾙﾜｰｸ科 

(短期ﾃﾞｭｱﾙｺｰｽ) 

26 

（26） 

6 ヶ月 

7・1月 

 ﾃｸﾆｶﾙﾒﾀﾙﾜｰｸ科 

[溶接施工科] 

30 

（30） 

6 ヶ月 

4・10 月 

 
住宅ﾘﾌｫｰﾑ技術科 

0 

（60） 

 

 住環境計画科 

[住環境ｺｰﾃﾞｨﾈｲﾄ科] 

60 

（60） 

6 ヶ月 

4・7・10・1 月 

 
電気設備技術科 

60 

（60） 

6 ヶ月 

4・7・10・1 月 

 橋渡し訓練 

(集合型:各科共通) 

36 

（26） 

1 ヶ月 

6・12 月 

合計 
59 コース 

（64 コース） 

666 

（728） 
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（２）公共職業訓練(離職者訓練：委託)実施計画 

機関 

（施設） 
訓練科(訓練職種) コース数 定員 

目標 

就職率 

長崎県    

80% 

(75%) 

 長崎高等技術専門校 
未定(建設) 

1 

（1） 

10 

（10） 

 
未定(事務) 

44 

（40） 

785 

（705） 

 
未定(情報) 

3 

（3） 

45 

（45） 

 
未定(介護) 

10 

（12） 

140 

（165） 

 
未定(ｻｰﾋﾞｽ) 

2 

（2） 

40 

（40） 

 未定(委託訓練活用

型ﾃﾞｭｱﾙｼｽﾃﾑ) 

3 

（5） 

45 

（75） 

 佐世保高等技術専門校 
未定(建設) 

1 

（1） 

10 

(10) 

未定(事務) 
16 

（15） 

240 

(225) 

未定(情報) 
1 

（1） 

15 

(15) 

未定(介護) 
6 

（6） 

80 

(80) 

未定(ｻｰﾋﾞｽ) 
1 

（1） 

15 

(15) 

未定(委託訓練活用

型ﾃﾞｭｱﾙｼｽﾃﾑ) 

2 

（4） 

30 

(60) 

合計 
90 

（91） 

1,455 

（1,445） 
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（３）公共職業訓練(在職者訓練)実施計画 

機関 

（施設） 
訓練科名（分野） 計画コース数（種類） 定員 

長崎県 

・長崎高等技術専門校 

・佐世保高等技術専門校 

溶接科 

機械技術科 

機械加工科 

電気工事科 

自動車整備科 

木造建築科 

金属塗装科 

商業ﾃﾞｻﾞｲﾝ科 

OA 事務科 

17 

（18） 

136 

(143) 

機構 

・長崎職業能力開発 

促進センター 

・佐世保訓練センター 

設計・開発 

加工・組立 

工事・施工 

検査 

保全・管理 

教育・安全 

55 

（77） 

766 

(906) 

合計 
72 

（95） 

902 

（1,049） 

 

（４）公共職業訓練(学卒者訓練)実施計画 

機関 

（施設） 
訓練科名 

定員 

1 年課程 2 年課程 

長崎県    

 長崎高等技術専門校 溶接科 

[溶接技術科] 

30 

（30） 

 

 

機械技術科 

[機械加工・制御科] 

20 

（20） 

20 

（20） 

電気工事科 

[電気ｼｽﾃﾑ科] 

20 

（20） 

20 

（20） 

自動車整備科 
20 

（20） 

20 

（20） 

木造建築科 

[建築設計施工科] 

20 

（20） 

20 

（20） 

商業ﾃﾞｻﾞｲﾝ科 
20 

（20） 

 

 

OA 事務科 

[観光･ｵﾌｨｽﾋﾞｼﾞﾈｽ科] 

20 

（20） 
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佐世保高等技術専門校 溶接科 

[溶接技術科] 

20 

（20） 

 

 

機械加工科 

[機械技術科] 

20 

（20） 

 

 

電気工事科 

[電気ｼｽﾃﾑ科] 

20 

（20） 

20 

（20） 

自動車整備科 
20 

（20） 

20 

（20） 

木造建築科 

[建築設計施工科] 

20 

（20） 
 

金属塗装科 

[塗装技術科] 

20 

（20） 
 

OA 事務科 

[OA ﾋﾞｼﾞﾈｽ科] 

20 

（20） 
 

合計 
14 科 

（14 科） 

290 

（290） 

120 

（120） 

 

（５）障害者等に対する公共職業訓練実施計画 

機関 

（施設） 
訓練コース(訓練科)名 

訓練 

期間 
定員 

目標 

就職率 

長崎県    

55% 

(55%) 

 ・長崎高等技術専門校 

・佐世保高等技術専門校 

知識・技能習得訓練コース 

(集合訓練) 
3 ヶ月 

40 

(30) 

 
実践能力習得訓練コース 3 ヶ月 

25 

(20) 

 
e ラーニングコース 3 ヶ月 

5 

(10) 

 長崎高等技術専門校 
麺製造科 1 年 

10 

(10) 

 
ﾎﾟｽﾃｯｸ科 1 年 

7 

(7) 

 
OA ﾋﾞｼﾞﾈｽ科 6 ヶ月 

20 

(20) 

合計 
107 

(97) 
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（６）求職者支援訓練 

①実施方針 

ア 非正規労働者や自営廃業者などの雇用保険の基本手当を受けること 

ができない者に対する雇用のセーフティーネットとしての機能を果 

たせるよう 405 人※1程度に必要な訓練機会を提供するため、訓練認 

定規模は 710 人を上限とする。 
      ※1 訓練提供者数 405 人≒訓練認定規模 710 人×57％(平成 28 年度定員充足率) 

イ 各地域に係る配分は、新規求人数や特定求職者数の推移に加え、訓 

練の定員数・応募者数等の実績を勘案し、さらに地理的条件や地域 

内における重複による不認定の解消を考慮した設定とする。 

ウ 訓練内容は、基礎的能力から実践的能力までを一括して習得する「実 

践コース」と、専ら就職に必要な基礎的能力を習得する「基礎コー 

ス」を同規模数設定し、更に「実践コース」については、国が全国 

一律に設定する介護・情報・医療事務分野と人材不足分野及び成長 

分野とされている分野・職種について設定し、その構成比について 

は、地域における産業の動向や求人・求職ニーズと併せ、就職実績 

等を考慮する。 

   エ 認定単位期間は四半期単位とし、年間の新規求職者数に鑑みて計画 

期間の上半期を 53％以上とする。なお、機構と協議の上で１か月単 

位の認定とすることも可能とし、認定申請受付期間等については、 

機構の HP で周知する。 

  ②訓練計画 

機 

関 

施 

設 

定員 

コース 

地域

共通 

県南

地域 

県北

地域 

県央

地域 

離島

地域 
合計 

規模率

(%) 

目標 

就職率 

長

崎

労

働

局 

機

構 
基礎コース 

100 

(120) 

90 

(135) 

60 

(90) 

75 

(90) 

30 

(45) 

355 

(480) 

50.0 

(50.0) 

55% 

(55%) 

実践コース 
100 

(165) 

105 

(135) 

60 

(75) 

60 

(75) 

30 

(30) 

355 

(480) 

50.0 

(50.0) 

60% 

(60%) 

 [介護系] 
15 

(40) 

30 

(30) 

15 

(15) 

15 

(15) 

15 

(15) 

90 

(115) 

25.4 

(24.0) 

 [情報系] 
30 

(45) 
 

30 

(45) 

8.5 

(9.4) 

 [医療事務系] 
15 

(15) 

15 

(30) 

30 

(15) 

15 

(15) 

0 

(0) 

75 

(75) 

21.1 

(15.6) 

 [建設系] 
15 

(30) 
 

15 

(30) 

4.2 

(6.3) 

 [その他] 
25 

(35) 

60 

(75) 

15 

(45) 

30 

(45) 

15 

(15) 

145 

(215) 

40.8 

(44.8) 

合計 
200 

(285) 

195 

(270) 

120 

(165) 

135 

(165) 

60 

(75) 

710 

(960) 
  

※地域：（県南）長崎・西海・西彼杵（県北）佐世保・平戸・松浦・北松浦（県央）諫早・雲仙・大村・島原・南島原・東彼杵（離島）五島・対馬・壱岐・南松浦
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注）１ 「規模率」は計画全体のうちの構成比を示す。各系の規模率は「実践コース」の

うちの構成比を示す。 

  ２ 「目標就職率」は雇用保険適用就職率。 

  ３ 「実践コース」のうち[その他]については、ﾃﾞｻﾞｲﾝ・環境・観光などの分野。 

  ４ 「基礎コース」「実践コース」ともに、上限値 20%まで新規参入となる訓練を認定

するが、認定単位期間において新規参入枠が上限値に達しなかった場合には、そ

の分を実績枠として利用できる。また、認定単位期間において 20%を超える新規枠

の申請があり実績枠に余剰が発生した場合には、その分を新規枠へ振り替えるこ

とも可能とする。なお、認定上限値については、機構との協議の上で、長崎労働

局の判断により、地域・実践コース内の分野において合算し共通枠とすることを

可能とする。 

５ 設定数を超える認定申請がある場合には、新規参入枠については職業訓練の案等

が良好なものから、実績枠については求職者支援訓練の就職実績等が良好なもの

から認定する。 

６ 「実践コース」のうち[情報系][建設系]については地域を限定せず共通枠として

設定する。また、離島地域における[医療事務系]については共通枠を優先的に利

用する。 

７ 第４四半期まで繰り越した余剰定員枠について端数がある場合は、他の分野で当

該端数を集約して利用する。 

８ 認定コースの定員が少なかった場合の繰り越し分及び中止コース分の繰り越し分

については、上記７にかかわらず第４四半期においては、基礎・実践間の振替や

実践コースの他分野への振替及び地域を変更して認定することを可能とする。 

  なお、長崎労働局が必要であると判断した場合には、厚生労働省人材開発統括官

付参事官に報告の上、第３四半期においても同様の取扱いを可能とする。 

 

５ 計画期間中における職業訓練実施推進体制等 

（１）関係機関の連携 

 協議会は、本計画の適正かつ円滑な実施を図るため、１の計画担当機関に高

等技術専門校・中核公共職業安定所を加えたワーキングチームを設置する。 

また、計画担当機関及びその傘下の高等技術専門校・公共職業安定所・職業

能力開発促進センターは、公的職業訓練の実施推進のために、次のことについ

て相互に連携する。 

①情報の共有と調整 

   ア ワーキングチームは、別途定める設置要綱に基づき、協議会の作業

部会として、公的職業訓練の効果的な実施の推進を以て本計画の適

正かつ円滑な施行を図る。 
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   イ 計画担当機関及びその傘下施設は、ワーキングチームを中心として、

一層緊密な連携を促進するために、求職者・求人者へのニーズ調査

及び訓練受講修了者へのアンケート調査を実施するとともに、各種

好事例等の収集を行い、相互に情報・意見を交換する。 

②適切な受講あっせんのため取組 

   ア 計画担当機関及びその傘下施設は、各訓練(特に公共職業訓練(離職 

者訓練)と求職者支援訓練)の周知・広報について連携を図る。また、 

その方法については訓練受講希望者に対してわかりやすいものとな 

るよう、ワーキングチームを中心として検討を重ねる。 

   イ 公共職業安定所は、求職者へのキャリアコンサルティングを通じて

適切な訓練コースの選択を支援する。 

  ③効果的な就職支援の取組 

   ア 訓練実施機関と公共職業安定所は、訓練受講期間中にジョブ・カー

ドを活用したキャリアコンサルティングの機会を設け、訓練修了後

の求職活動の方向性を明確化するとともに、互いに連携して就職に

向けた支援の充実を図る。 

   イ 訓練受講修了後は、訓練実施機関による独自の就職支援と併せ、公

共職業安定所においても、ジョブ・カードを活用しながら、未就職

者の就職支援により一層取り組む。 

   ウ 求職者支援訓練基礎コースを受講修了後において、引き続き技能の

向上が必要な者に対しては、求職者支援訓練実践コース及び公共職

業訓練(離職者訓練)等の連続受講について支援を行う。 

（２）ジョブ・カードの活用促進 

 公的職業訓練及び就職支援におけるジョブ・カードを活用したキャリアコン

サルティングの着実な実施等に資するため、「長崎県地域ジョブ・カード運営本

部(事務局：長崎労働局)」において、効果的な周知・啓発等の取組を検討し、

協議会をはじめとした関係機関を通じて積極的な活用促進を図る。 

 

６ 訓練受講修了者に係る関係機関の情報共有と連携した就職支援 

公的職業訓練の最大の目的は訓練受講修了後の円滑な就職であるため、計画

担当機関及びその傘下施設は訓練受講修了後の支援対象者の情報を共有し、連

携した就職支援に取り組む。 

以上 


